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株主の皆さまへ

　令和７年６月 代表取締役社長 飯塚　真規

株主の皆様へ

　株主の皆様には格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　第59期中間報告書をお届けするにあたり、ご挨拶申し上げます。
　当社は「自利利他(自利トハ利他ヲイフ)」を社是とし、「顧客への貢献」を経営理念として、
会社定款（第２条）に定める次の二つの事業目的を達成するために経営を展開しています。
　一、会計事務所の職域防衛と運命打開のため受託する計算センターの経営
　二、地方公共団体の行政効率向上のため受託する計算センターの経営

　令和７年３月までのわが国の経済は、原材料価格の高騰や金利の変動、諸外国における政情不
安などにより先行きの不透明感が漂っています。
　このような経済環境において、当社グループは、社会環境の変化や政府の取り組みに迅速に対
応したシステムの開発やサービスの提供を継続し、顧客ならびに地域社会に貢献すべく事業を展
開しました。
　この結果、第59期中間期のＴＫＣグループの経営成績は、売上高が39,227百万円（前期比
5.9％増）、営業利益は8,676百万円（同3.5％減）、経常利益は8,867百万円（同4.2％減）、
親会社株主に帰属する中間純利益は6,314百万円（同1.0％減）となりました。
　第59期中間期の経営成績は令和６年11月13日に公表の当初計画を上回りましたが、経済環境
の先行きが不透明なことから、第59期中間期の配当金は、当初計画のとおり１株につき普通配
当50円といたします。
　第59期下期につきましても、会計事務所と地方公共団体に対するコンピューター・サービス
に専門特化しながら、最新のICTを積極的に活用し、お客様の事業を成功に導く新しいシステム
やサービスの開発およびこれらの一層の充実を図ってまいります。これにより、顧客ならびに地
域・社会に貢献し、企業価値の向上に取り組んでまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げ
ます。
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会社の現況

会社の現況
１．当社事業の専門性
　当社は、昭和41年10月の創業から今日まで、一貫してわが国の会計事務所（税理士事務所、税理
士法人および税理士業務に従事する公認会計士事務所）に対する情報サービスと、地方公共団体（市
区町村等）に対する情報サービスの２つの分野に専門特化し、わが国の情報産業界において独自の地
位を築いてまいりました。
　今日、当社の情報サービスは、次のようなものとなっています。
①ＴＫＣ統合情報センター（全国７都市）によるコンピューター・サービス

１）大量出力（印刷）を伴うバッチ処理サービス
２）データストレージ・サービス
３）ダウンロード・サービス

②ＴＫＣインターネット・サービスセンター（ＴＩＳＣ）によるコンピューター・サービス
１）インターネット・サービス
２）イントラネット・サービス
３）クラウド・コンピューティング・サービス
４）データベース・サービス
５）データストレージ・サービス
６）データバックアップ・サービス
７）データセキュリティー・サービス

③パソコンまたはクライアント・サーバに搭載するソフトウエアの開発提供
④当社の情報サービスの利用に伴うシステム機器の販売
⑤専門スタッフによるシステム・コンサルティング・サービス
⑥ユーザーに対する総合的な教育研修サービス
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２．当第２四半期の事業内容と経営成績
　当中間連結会計期間（以下、当第２四半期）におけるわが国経済は、原材料価格の高騰や金利の変
動、諸外国における政情不安などにより先行きの不透明感が漂っています。
　このような経済環境において、当社グループは、社会環境の変化や政府の取り組みに迅速に対応し
たシステムの開発やサービスの提供を継続し、顧客ならびに地域社会に貢献すべく事業を展開しまし
た。
　会計事務所事業部門では、ＴＫＣ全国会との連携のもと関与先企業の「黒字決算と適正申告」の実
現を支援してまいりました。その結果、当社システムを利用する企業の黒字決算割合は、国税庁発表
の黒字申告の割合(36.0％)を遙かに上回る57.2％を実現しています。しかし、近年さまざまなコス
トの高騰により、中小企業を取り巻く経営環境は一層厳しさを増しています。中小企業が持続的に黒
字化を実現するためには「月次決算」に基づく業績管理が不可欠であることから、令和６年11月か
ら新たに「月次決算速報サービス」の提供を開始しました。当サービスは、ＴＫＣ会員事務所による
関与先企業の月次決算体制の構築支援強化を目的としています。サービス開始後３カ月間で利用企業
が6,000社を超え、その後も順調に普及・拡大しています。
　また、消費税インボイス制度の施行後、中小企業から大企業に至るまで経理担当者の業務負担は一
層高まっています。その解決には本格的な業務のデジタル化が必要であるため、ペポルインボイスの
送受信をはじめ、証憑から日々の仕訳、毎月の試算表、決算書の作成に加え申告・納税までをデジタ
ルシームレスで一気通貫に行えるＴＫＣシステムのさらなる活用に向けて取り組んでいます。
　地方公共団体事業部門では、令和５年９月８日に閣議決定された「地方公共団体情報システム標準
化基本方針」に従い、令和８年３月末の標準仕様への適合期限までに、円滑にシステムを移行できる
ようシステム開発および移行支援に取り組んでいます。当第２四半期においては、栃木県真岡市（令
和６年12月23日本稼働）に続く２団体目として、令和７年１月14日に埼玉県美里町で標準仕様に対
応した基幹業務システム（以下「標準準拠システム」）が本稼働しました。システム移行に当たって
は顧客団体の業務を止めることなく作業を完了しており、その後も安定稼働が続いています。この知
見やノウハウを生かし、令和８年３月末までに全ての顧客において標準準拠システムへの切り替えを
完了すべく準備を進めています。
　これらの活動の結果、当第２四半期における株式会社ＴＫＣとその連結子会社等６社を含む連結グ
ループの経営成績は、売上高が39,227百万円（前期比5.9％増）、営業利益は8,676百万円（同
3.5％減）、経常利益は8,867百万円（同4.2％減）、親会社株主に帰属する中間純利益は6,314百万
円（同1.0％減）となりました。
　なお、当第２四半期は、令和７年２月13日に開示した業績予想のとおり増収減益となりました。
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減益となった理由は、後述する地方公共団体事業部門におけるソフトウエア売上高とコンサルティン
グ・サービス売上高について前期において受託した業務が当期はなかったこと、また、標準準拠シス
テムの提供開始に伴い、資産計上していたソフトウエアに係る減価償却を開始したことなどによりま
す。通期においては、増収増益の業績を予想しています。
　当第２四半期における事業部門別の売上高の推移は以下のとおりです。

３．当社グループの第２四半期業績の推移
(1) 会計事務所事業部門の売上高の推移

会計事務所事業部門における売上高は25,520百万円（前期比3.6％増）、営業利益は7,000百万円
（同9.0％増）となりました。売上高の主な内訳は以下のとおりです。
①コンピューター・サービス売上高は、前期比5.4％増となりました。これは、「ＦＸクラウドシ

リーズ」を新規に利用開始し、経理事務のＤＸ（Digital Transformation）を進める関与先企業
が増加したこと、新たに提供を開始した税理士事務所向けにセキュリティを強化したスマートフ
ォン「TKC-Phone SE3」を利用し、自宅や外出先からリモートでＴＫＣシステムを利用する会
計事務所が増えたことでクラウドサービスの利用量が増加したことによります。

②ソフトウエア売上高は、前期比2.6％増となりました。これは、ペポルインボイスの送受信をは
じめ、証憑の電子保存や仕訳の自動生成、優良な電子帳簿の作成などをデジタルシームレスで一
気通貫に行える「ＦＸクラウドシリーズ」を新規に利用開始する関与先企業が増加したことによ
ります。

③コンサルティング・サービス売上高は、前期比0.8％増となりました。これは中堅企業向けの財
務会計システム「ＦＸ４クラウド」の新規受注に伴う立ち上げ支援サービスの実施件数が増加し
たことによります。

④ハードウエア売上高は、前期比0.2％増となりました。これはＩＴ機器の販売単価が上昇したこ
とによります。

⑤なお、営業利益が売上高の前期比より高い伸びとなった理由は、利益率の高いコンピューター・
サービス売上高やソフトウエア売上高が順調に伸びていること、ならびに第57期から第58期に
かけて後述する統合情報センターの処理移管の実施に伴い、固定費が削減されたことによりま
す。

(2) 地方公共団体事業部門の売上高の推移
地方公共団体事業部門における売上高は12,150百万円（前期比10.2％増）、営業利益は1,680百
万円（同37.8％減）となりました。売上高の主な内訳は以下のとおりです。
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①コンピューター・サービス売上高は、前期比0.3％増となりました。これは、令和６年10月に実
施された衆議院選挙の入場券などの印刷・加工業務を受託したこと、前期までに受託したＴＡＳ
Ｋクラウドかんたん窓口システムなどのサービス利用料が増加したことによります。

②ソフトウエア売上高は、前期比3.3％減となりました。これは、前期において受託した標準準拠
システム移行に伴う令和５年度システム改修業務や子育て世帯の経済負担軽減策への対応など一
時的なシステム改修業務が当期にはなかったことによります。なお、ＴＡＳＫクラウド公会計シ
ステムなどサブスクリプション型のソフトウエア利用料は、順調に増加しています。

③コンサルティング・サービス売上高は、前期比6.8％減となりました。これは、前期において受
託した地方税電子申告手続きの拡充に係る導入支援業務が当期はなかったことによります。

④ハードウエア売上高は、前期比74.6％増となりました。これは、システム標準化後の庁内設置
用サーバを導入する顧客の増加や、住基ネット関連ハードウエア機器の更改を迎える顧客が当期
に集中したことによります。

⑤なお、営業利益が前期と比較して減少したのは、ハードウエア売上高が増加した一方で、上述の
通り、利益率の高いソフトウエア売上高とコンサルティング・サービス売上高について、前期に
おいて受託した業務が当期はなかったこと、また標準準拠システムの提供開始に伴い、資産計上
していたソフトウエアに係る減価償却費が増加したことなどによります。

(3) 印刷事業部門（子会社：株式会社ＴＬＰ）の売上高の推移
印刷事業部門における売上高は1,556百万円（前期比11.7％増）、営業損失は９百万円（前期は営
業損失145百万円）となりました。売上高の主な内訳は以下のとおりです。
①データ・プリント・サービス(以下、ＤＰＳ)関連商品の売上高は、前期比25.5％増となりまし

た。これは、市区町村から令和６年10月に実施された衆議院選挙に係る通知業務を受注したこ
と、また団体や市町村から資格確認書通知業務をはじめとした新規業務を受注したことによりま
す。

②ビジネスフォーム関連の売上高は、前期比14.8％減となりました。これは、デジタル化の進行
により顧客企業における伝票印刷業務の需要が減少傾向にあること、加えて令和６年10月から
価格改定を実施したことを受けて９月に帳表・伝票類の駆け込み受注があった反動減によるもの
です。

③商業美術印刷(カタログ、書籍等)関連の売上高は、前期比7.6％減となりました。これは、前期
において受注した消費税インボイス制度を解説する書籍の印刷業務が当期はなかったことにより
ます。
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４．全社に関わる重要な事項
(1) ＴＫＣのペポルアクセスポイントのユーザー数が7,000件を突破

当社が提供するペポルアクセスポイントのユーザー数が7,000件を突破しました（令和７年１月
24日）。当アクセスポイントを経由し送受信するペポルインボイスの件数も順調に増加していま
す。ＴＫＣは経理業務の効率化を支援するため、ペポルインボイスの普及に向けて積極的に取り組
んでいます。
(2) 「海外ビジネスモニター」の内部監査支援機能で特許を取得

海外展開企業向けクラウドサービス「海外ビジネスモニター」に搭載した内部監査支援機能「仕訳
承認フローの確認（令和６年８月搭載）」において、令和７年１月６日に特許を取得しました（特
許第7614430号）。本機能により仕訳の承認フローを分析し不正が疑われる仕訳の抽出が可能に
なります。
(3) 埼玉県美里町で標準準拠システムが本稼働

令和７年１月14日、埼玉県美里町で標準準拠システムが本稼働しました。栃木県真岡市に続き２
団体目の事例となります。埼玉県美里町では、真岡市と同様にスムーズなシステム移行と円滑な稼
働を実現しています。
(4) 統合情報センターの処理移管による固定費削減

当社では、ＴＫＣ会員事務所とその関与先企業が電子帳簿保存法への対応を進める中で、帳表印刷
の需要が減退していくことを鑑み、帳表印刷を行っているＴＫＣ統合情報センターの統合を進めて
います。第57期には沖縄統合情報センターの印刷業務を九州統合情報センターに移管。第58期に
は中四国統合情報センターの印刷業務を関西統合情報センターに移管いたしました。さらに本年
10月には、東北統合情報センターにおける印刷業務を東京統合情報センターに移管する予定であ
り、ＴＫＣ会員事務所のペーパーレス化を後押しするとともに、固定費の削減による会計事務所事
業部門の利益率向上に努めてまいります。
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５．会計事務所事業部門の営業活動と経営成績

　会計事務所事業部門では、ＴＫＣ会員事務所とその関与先企業である中小企業の持続的な発展を支
援するため、ＴＫＣ全国会と密接に連携し、製品やサービスの開発・提供に取り組んでいます。
　また上場企業などの大企業や法律事務所、大学・法科大学院等にも各種クラウドサービスを提供し
ています。
(1) 「黒字決算と適正申告」の実現に向けた活動
①ＴＫＣ会員事務所による関与先企業の月次決算体制構築を支援

中小企業は、インフレや円安、それに伴う原材料費の高騰や賃上げへの圧力などにより、厳しい
経営環境に置かれています。そのような中でＴＫＣ会員事務所による関与先企業の「黒字決算と
適正申告」の実現に向けて、以下の活動を展開しています。
1)当社は、全国56カ所の営業拠点において、システム・コンサルティング・グループ（ＳＣＧ）

の社員が関与先企業における月次決算体制の構築に向けて企業向け財務会計シリーズ「ＦＸク
ラウドシリーズ」の導入支援や運用サポート等を実施しています。

2)「ＦＸクラウドシリーズ」には経営者の戦略的な意思決定を支援するため、365日変動損益計
算書や予実管理、部門別管理、資金繰り実績表、得意先順位月報、当期決算の先行き管理等の
「経営戦略レベル」の機能を搭載しています。経営者がこれらの機能を有効に活用するには、
適時・正確な会計取引の入力と月次決算体制の構築が必要となります。そのため、電子取引デ
ータやペポルインボイスから自動的に仕訳を生成する「証憑保存機能」や、インターネットバ
ンキングから取引明細を受信して仕訳に変換する「銀行信販データ受信機能」などの活用も支
援しています。こうした活動の結果、令和７年３月末日現在で財務会計システム「ＦＸシリー
ズ」の利用企業数は32万5,000社となりました。なお、現在ＦＸシリーズにおけるクラウド版
の利用割合は約37％の状況です。そのためスタンドアロン版のサポート期限を2030年末に設
定し、向こう５年間でクラウド版への切り替えを進めてまいります。それによりクラウド版シ
ステムに開発資源を集中し、システム開発の速度をさらに向上させる予定です。

3)令和６年11月より会計事務所による月次巡回監査の終了時に経営者のメールアドレスに月次決
算の業績速報を送付する「月次決算速報サービス」を提供開始しました。これにより経営者は
月次決算の結果をスマートフォンで迅速に確認可能となります。また、会計事務所は当サービ
スを経営助言や経営者とのコミュニケーションを強化するツールとして活用することが可能で
す。

②適時・正確な記帳に基づく信頼性の高い決算書の作成支援
当社が提供する財務会計システムの最大の特長は、ＴＫＣ会員事務所が関与先企業に毎月実施す
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る巡回監査と月次決算を前提とし、巡回監査実施後の取引データについて、遡及的な訂正・加除
処理を禁止しているところにあります。この特長を生かし、金融機関などが客観的に会計帳簿の
信頼性を判断する資料となる「記帳適時性証明書」を無償で発行しています。
このサービスは、ＴＫＣ会員が作成する決算書の信頼性を高め、関与先企業の円滑な資金調達に
貢献することを目的として開発されたものです。ＴＫＣ会員が毎月、関与先企業に出向いて正し
い会計記帳を指導（月次巡回監査）しながら、月次決算、確定決算ならびに電子申告に至るまで
の全ての業務プロセスを一気通貫で適時に完了したことを当社が第三者として証明しています。
コンプライアンス違反倒産が増加している昨今、「記帳適時性証明書」は「帳簿の証拠力」を証
明できる資料であり、その重要性は今後ますます増していくものと考えています。
③「ＴＫＣモニタリング情報サービス」の推進

「ＴＫＣモニタリング情報サービス」は、関与先企業の経営者からの依頼に基づいてＴＫＣ会員
事務所が毎月の巡回監査と月次決算を実施した上で作成した月次試算表、年度決算書、税務申告
書などを、金融機関に開示するための無償のクラウドサービスです。当社は「ＴＫＣモニタリン
グ情報サービス」で送付される以下の３帳表により、中小企業の決算書の信頼性が確認できるこ
とを、金融機関に訴求しています。
1)ＴＫＣ会員が実践する「税理士法第33条の２に基づく添付書面」
2)会社法第432条が定める帳簿の適時性と、決算書と申告書の連動性を、株式会社ＴＫＣが過去

３年にわたって証明する「記帳適時性証明書」
3)日本税理士会連合会、全国信用保証協会連合会が制定した「中小会計要領チェックリスト」
こうした活動の結果、「ＴＫＣモニタリング情報サービス」は令和７年３月末日現在、495金融
機関に採用されており、その利用件数は35万件を突破しました。「ＴＫＣモニタリング情報サー
ビス」は、経営者保証ガイドラインで示された３つの要件（法人と個人の関係を区分・分離、財
務基盤の強化、財務状況の正確な把握と適時適切な情報開示による経営の透明性の確保）を確認
できるツールとして、中小企業の経営支援に取り組む金融機関や信用保証協会から高く評価され
ています。
④ＴＫＣ全国会との連携による優良企業の育成

会計事務所事業部門は、ＴＫＣ会員１万1,400名（令和７年３月末日現在）が組織するＴＫＣ全
国会との密接な連携の下で「黒字決算と適正申告」の実現に向けて事業を展開しています。
ＴＫＣ全国会は、令和７年より向こう６年間の運動方針を以下のとおり掲げ、取り組みを開始し
ました。
「税理士の４大業務を完遂し、中小企業を元気にしよう！－月次決算体制の構築がすべての基本－」
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1)月次巡回監査の実施関与先を増やす
2)ＦＸクラウドシリーズでＴＫＣ方式の自計化を推進する
3)月次決算速報サービスを活用し、自己資本比率の向上を支援する
⑤会員導入（ＴＫＣ全国会への入会促進）

ＴＫＣ全国会は、令和７年９月末日までに360件の新規会員増強の目標を掲げています。この実
現に向けてＴＫＣ全国会ニューメンバーズ・サービス委員会との連携を強化し、会員増強活動と
新入会員事務所のフォロー活動に取り組んでいます。

(2) 大企業市場への展開
当社は、ＴＫＣシステムの活用による上場企業を中心とした大企業の税務・会計業務のコンプラ
イアンス向上と合理化に貢献するとともに、これらの企業およびその関係会社をＴＫＣ会員の関
与先企業とするための活動を積極的に展開しています。
①デジタル・インボイスへの対応

令和５年８月に当社はデジタルインボイス推進協議会（EIPA）の代表幹事法人に就任し、システ
ムベンダーを中心とした約180の協議会加盟会社とともに、デジタル・インボイスの普及活動に
取り組みました。その結果「インボイス・マネジャー」は令和７年３月末日現在、中堅・大企業
約1,000社に導入されています。当社は今後もデジタル・インボイスの普及に取り組んでいきま
す。
②新リース会計基準対応に関する情報発信

令和６年９月13日に企業会計基準委員会より、企業会計基準第34号「リースに関する会計基
準」等が公表され、上場企業には令和９年４月から強制適用されることになりました。当社では
適用準備の段階から財務諸表への影響額を把握できるようにするために「改正リース会計基準の
影響額試算ツール」を開発し、令和７年１月から当社システムユーザー企業に提供開始しまし
た。当ツールは経営者等への報告資料作成時の基礎資料としても利用でき、多くのユーザー企業
から高い評価を得ています。
③大企業市場でのシェア拡大とＴＫＣ会員の関与先拡大支援

当社が提供する「グループ通算申告システム（ｅ－ＴＡＸグループ通算）」の市場からの評価は
高く、グループ通算制度を採用する多くの企業に利用されています。令和７年３月末日現在で約
２万社あるといわれる資本金１億円超の企業の約45％において「法人電子申告システム
（ASP1000R）」や「グループ通算申告システム（ｅ－ＴＡＸグループ通算）」をご利用いただ
いています。
また当第２四半期は「連結会計システム（eCA-DRIVER）」をレベルアップし、EY新日本有限責
任監査法人の「連結監査調書自動生成ツール（CWPG）」に連結決算データをAPI連携で共有す
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る機能を実装しました。
こうした活動の結果、「ＴＫＣ連結グループソリューション」の利用企業グループ数は、令和７
年３月末日現在で約5,930企業グループとなりました。現在、日本の上場企業における市場シェ
アは44％に達しており、日本の上場企業の売上高トップ100社のうち91社(91％)が当社のシス
テムを利用しています。

(3)　法律情報データベースの市場拡大
当社は、会計事務所をはじめ法曹界、アカデミック市場、企業法務部門などに広く法律情報サー
ビスを提供しています。
①「ＴＫＣローライブラリー」の収録数やコンテンツの拡充

当社は、業界最大の判例収録数（35万1,000件超）を誇る法律情報データベース「ＴＫＣローラ
イブラリー」を提供しています。判例情報（LEX/DB）を中心に、法令、文献情報、法律専門
誌、法律専門書籍、および関連する付加情報を網羅するとともに、常時ライブラリーのコンテン
ツの拡充を図っています。
当期においては、ＴＫＣ会員事務所をはじめ大学や法科大学院、官公庁、法律事務所、特許事務
所、企業法務部、海外の研究機関などでの利用が進み、令和７年３月末日現在で約２万7,000の
諸機関で７万ＩＤの利用に及んでいます。
②アカデミック市場への展開

当社が提供する「ＴＫＣ法科大学院教育研究支援システム」は、いつでもどこでもオンラインで
利用できること、他社をしのぐ多様なコンテンツを収録していること、さらにレポート提出・オ
ンライン演習・テスト機能等を搭載し、授業と自学自習を支援する仕組みとなっていることが特
長です。令和７年度の契約でも160を超える大学で採用され、引き続き教員、学生からも高く評
価されています。
また、司法試験受験を目指す法科大学院生や修了生、予備試験合格者に対し、ＴＫＣ全国統一模
試の実施により、司法試験への対応も支援しています。令和７年ＴＫＣ全国統一模試の受験者数
はすでに2,600名を超えており、令和７年司法試験受験者4,000名の65％を超える見込みです。
なお、今後、法務省は令和８年からＣＢＴ試験への移行を予定しています。そこで令和７年４月
以降、当社は「ＴＫＣデジタルテスト」導入による環境整備などを進め、大学へのサービス提供
とさらなる受験者数の拡大を目指しています。こうした活動の結果、司法試験のスタンダード模
試として、今後も業界１位の実績を継続する予定です。
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６．地方公共団体事業部門の営業活動と経営成績
　地方公共団体事業部門は、行政効率の向上による住民福祉の増進を支援することを目的として、専
門特化した情報サービスを展開しています。当社が地方公共団体に対して提供する「ＴＫＣ行政クラ
ウドサービス」は、令和７年３月末日現在で1,140団体を超える地方公共団体（都道府県、市区町村
等）に採用されています。
(1)　地方公共団体情報システム標準化への対応

地方公共団体は、標準準拠システムの利用が義務付けられ、それをガバメントクラウド環境で利用
することが努力義務とされました。当社では、令和６年12月23日に栃木県真岡市、２団体目とし
て令和７年１月14日に埼玉県美里町において、ガバメントクラウド環境での「標準準拠システ
ム」への移行が完了し、システムが本稼働しています。当社の基幹業務システムは令和７年３月末
日現在で約170団体に採用されており、これら全ての顧客団体を、移行期限である令和８年３月末
までに「標準準拠システム」へ移行完了する計画です。なお、顧客団体の業務繁忙期を避けるた
め、移行作業は令和７年７月から12月にかけて本格化する予定です。
(2)　行政サービスのデジタル化支援

当社は、窓口業務のデジタル化「３ない窓口（行かない・待たない・書かない）」の実現を支援す
る「行政サービス・デジタル化支援ソリューション」を開発・提供しています。当期においては
「ＴＡＳＫクラウドマイナンバーカード交付予約・管理システム」を全面リニューアルし、全ての
顧客において新システムへの切り替えを完了しました。また、埼玉県三郷市と共同で、住民に身近
な公共施設と本庁舎を結び、オンラインで行政サービスの相談や申請手続きができる「遠隔窓口サ
ービス」の実証実験を開始しました。その結果、令和７年３月末日現在、「ＴＡＳＫクラウドスマ
ート申請システム」は大阪市や横浜市など政令指定都市を含む60団体以上に採用されています。
また、「ＴＡＳＫクラウドかんたん窓口システム」は120団体以上、「ＴＡＳＫクラウドマイナン
バーカード交付予約・管理システム」は180団体以上に採用されています。
(3)　地方税務手続きのデジタル化支援

当社は、地方税共同機構の認定委託先事業者として、同機構が運営するｅＬＴＡＸ（地方税ポータ
ルシステム）審査システムなどの標準システムをクラウド方式で提供するとともに、当社独自の機
能として各市区町村の税務システムとの「データ連携サービス」を開発・提供しています。
本サービスの推進に当たっては、アライアンス契約を締結した約50社のパートナー企業とともに
提案活動を展開しています。その結果、「ＴＡＳＫクラウド地方税電子申告支援サービス」は、令
和７年３月末日現在で全都道府県・市区町村の４割以上に当たる約790団体に採用されています。
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(4)　内部事務のデジタル化支援
当社は、地方公会計一体型の財務会計システム「ＴＡＳＫクラウド公会計システム」およびその関
連システムを開発・提供しています。
当期においては、各種機能や電子決裁システムの機能強化に加え、関連サービスである文書管理シ
ステム、人事給与システムのリニューアルに取り組みました。また、兵庫県多可町と共同で、市区
町村における「ペポルインボイス」の活用による業務の有効性および効率性向上に関する実証実験
を行いました。その結果、「ＴＡＳＫクラウド公会計システム」は令和７年３月末日現在で約380
団体に採用されています。
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７．印刷事業部門の営業活動と経営成績
　当社グループの印刷事業を担う株式会社ＴＬＰでは、会計事務所事業部門の統合情報センターで
使用する連続帳表や地方公共団体事業部門のアウトソーシングサービスにおける税帳表等の印刷・
印字をはじめ、当社顧客に提供する印刷物等を製造しています。また、一般企業および官公庁、市
区町村等に対しては、ＤＰＳやビジネスフォーム印刷および商業美術印刷を基軸に事業を展開して
います。
　ＤＰＳ分野では、ＤＭの作成および総務、経理、人事部門の通知関連業務の合理化を目的とした
アウトソーシングサービス（ＢＰＯ）を提供しています。特に、ＱＲコードの活用によりＤＭの効
果を測定するサービスなど、顧客利用価値の向上に取り組んでいます。市区町村に対しては、各種
税帳表や投票所入場券などの住民に対する通知業務を支援しています。
　ビジネスフォーム印刷分野では、ペーパーレス化の進展により、ビジネス帳表・伝票類の使用量
が減少傾向にあるものの、手書き帳表や特定帳表の需要は健在であり、フォーム印刷の強みを生か
した営業活動を展開しています。
　商業美術印刷分野（カタログ、書籍等）では、顧客企業の周年行事における印刷物や、法律改正
による専門書籍の改版など顧客企業が求める出版物をタイムリーに提供するなどの支援をしていま
す。
　なお、株式会社ＴＬＰは、独占禁止法に基づき公正取引委員会による排除措置命令の対象となっ
た入札談合により、既に徴収済の違約金によってもなお補填されない損害が残存するとして、日本
年金機構から令和５年10月３日付で損害賠償請求訴訟を提起され係争しておりましたが、令和７
年１月29日付で和解が成立しました。
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期　　別

科　　目

当中間期末
（令和７年３月31日現在）

前　期　末
（令和６年９月30日現在）

金 額 金 額
( 資 　 　 産 　 　 の 　 　 部 )

流 動 資 産 47,750 46,672

現 金 及 び 預 金 33,155 33,697

受 取 手 形、売掛金及び契約資産 11,234 10,039

棚 卸 資 産 1,001 543

そ の 他 2,379 2,412

貸 倒 引 当 金 △20 △20

固 定 資 産 74,569 78,209

有 形 固 定 資 産 16,594 17,094

建 物 及 び 構 築 物 ( 純 額 ) 7,041 7,280

土 地 6,863 6,915

そ の 他 ( 純 額 ) 2,690 2,898

無 形 固 定 資 産 7,757 8,064

投 資 そ の 他 の 資 産 50,217 53,049

投 資 有 価 証 券 20,043 21,700

長 期 預 金 20,700 20,200

差 入 保 証 金 1,509 1,539

そ の 他 7,963 9,609

資 産 合 計 122,320 124,882

中間連結貸借対照表
（単位：百万円）
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中間連結貸借対照表

期　　別

科　　目

当中間期末
（令和７年３月31日現在）

前　期　末
（令和６年９月30日現在）

金 額 金 額
( 負 　 　 債 　 　 の 　 　 部 )

流 動 負 債 15,011 19,347
買 掛 金 3,832 3,072
電 子 記 録 債 務 670 791
短 期 借 入 金 35 71
未 払 金 2,484 3,671
未 払 法 人 税 等 2,140 3,193
契 約 負 債 822 1,189
賞 与 引 当 金 3,342 6,238
そ の 他 1,682 1,119
固 定 負 債 3,290 3,357
退 職 給 付 に 係 る 負 債 2,236 2,251
株 式 給 付 引 当 金 364 356
そ の 他 690 749
負 債 合 計 18,301 22,705
( 純 　 資 　 産 　 の 　 部 )

株 主 資 本 100,667 100,519
資 本 金 5,700 5,700
資 本 剰 余 金 6,286 6,286
利 益 剰 余 金 91,741 91,138
自 己 株 式 △3,060 △2,606
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 3,351 1,657
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 4,139 2,543
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 △788 △885
純 資 産 合 計 104,018 102,176
負 債 純 資 産 合 計 122,320 124,882

（単位：百万円）
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中間連結損益計算書

期　　別

科　　目
(自　令和６年10月１日至　令和７年３月31日 )

当中間期

　 (自　令和５年10月１日至　令和６年３月31日 )
前中間期

　金 額 金 額
売 上 高 39,227 37,047
売 上 原 価 12,054 10,463
売 上 総 利 益 27,173 26,583
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 18,496 17,594
営 業 利 益 8,676 8,989
営 業 外 収 益 264 265
受 取 利 息 41 41
受 取 配 当 金 134 113
保 険 配 当 金 14 23
受 取 地 代 家 賃 18 20
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 20 24
そ の 他 34 42
営 業 外 費 用 73 0
支 払 利 息 0 0
和 解 金 71 －
そ の 他 0 0
経 常 利 益 8,867 9,253
特 別 利 益 45 15
投 資 有 価 証 券 売 却 益 42 14
固 定 資 産 売 却 益 2 1
特 別 損 失 41 4
固 定 資 産 売 却 損 14 －
固 定 資 産 除 却 損 14 4
投 資 有 価 証 券 償 還 損 12 －
税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 8,871 9,264
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,955 2,569
法 人 税 等 調 整 額 601 318
法 人 税 等 合 計 2,556 2,887
中 間 純 利 益 6,314 6,376
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 利 益 6,314 6,376

中間連結損益計算書
（単位：百万円）

16



2025/06/04 16:01:41 / 24210283_株式会社ＴＫＣ_中間報告書

中間連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）

期　　別

科　　目
(自　令和６年10月１日至　令和７年３月31日 )

当中間期

　
(自　令和５年10月１日至　令和６年３月31日 )

前中間期

　金 額 金 額
営業活動によるキャッシュ・フロー 3,288 5,611

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,441 △3,045

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,272 △2,777

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △542 △211

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 30,397 28,793

現金及び現金同等物の中間期末残高 29,855 28,582

中間連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）
（単位：百万円）

17



2025/06/04 16:01:41 / 24210283_株式会社ＴＫＣ_中間報告書

会社概要

１． 商 号 株式会社TKC
２． 英 文 社 名 TKC Corporation
３． 本 店 所 在 地 栃木県宇都宮市鶴田町1758番地
４． 設 立 年 月 日 昭和41年10月22日
５． 資 本 金 57億円
６． 発行済株式の総数 52,301,466株
７． 従 業 員 数 連結：2,870名／個別：2,373名
８. ホームページアドレス https://www.tkc.jp/
９． 主 要 な 事 業 所

栃木本社（本店） 栃木県宇都宮市
東京本社 東京都新宿区
システム開発研究所 栃木県宇都宮市
インターネット・サービスセンター 栃木県宇都宮市近郊
統合情報センター（７拠点） 北海道 北海道札幌市

東北 宮城県仙台市
栃木 栃木県宇都宮市
東京 東京都練馬区
中部 愛知県春日井市
関西 大阪府茨木市
九州 福岡県古賀市

統括センター（７拠点） 北日本 宮城県仙台市
関東信越 埼玉県さいたま市
首都圏 東京都新宿区
東海北陸 愛知県名古屋市
近畿 大阪府大阪市
中四国 岡山県岡山市
九州 福岡県福岡市

SCGサービスセンター（56拠点）
地方公共団体事業部地域営業所（13拠点）
サプライ事業部支社（２拠点）

会社概要
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会社概要

10. 重要な親会社及び子会社の状況
①親会社との関係
　　該当事項はありません。
②子会社の状況

会　　　社　　　名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容
株式会社ＴＬＰ 100百万円 100％ 印刷業、電子計算機用連続帳表等の製造・販売
TKC保安サービス株式会社 10百万円 100％ 警備・営繕及び清掃業務
株式会社スカイコム 100百万円 100％ ソフトウエア・プロダクトの開発・販売
TKCカスタマーサポートサービス株式会社 25百万円 100％ ヘルプデスクサービス業務
株式会社ＴＫＣ出版 83百万円 100％ 税務・会計等の書籍の出版及び月刊誌等の制作
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役員等の状況
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株主MEMO

１ ．事 業 年 度 毎年10月１日から翌年９月30日まで
２ ．定 時 株 主 総 会 毎年12月に開催します。
３ ．単 元 株 式 数 100株
４ ．基 準 日 ⑴定時株主総会・期末配当基準日

　毎年９月30日
⑵中間配当基準日
　毎年３月31日

５ ．株 主 名 簿 管 理 人 ・
特別口座の口座管理機関 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

６ ．郵 便 物 送 付 先 ・
電 話 照 会 先

〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部
電話番号：0120-232-711（フリーダイヤル）

７ ．事 務 取 扱 場 所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

８ ．住所変更、単元未満
株式の買取・買増等
のお申出先について

株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様におかれましては、特
別口座の口座管理機関である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
（上記６．郵便物送付先・電話照会先）にお申出ください。

９. 未払配当金の支払い
について

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（上記６．郵便物送付先・電話照会先）にお申出ください。

10. 配当金計算書につい
て

配当金お支払いの際にご送付しております「配当金計算書」は、租税特別措置法の規定に
基づく「支払通知書」を兼ねております。
ただし、株式数比例配分方式をご選択いただいている株主様につきましては、源泉徴収税
額の計算は証券会社等にて行われます。確定申告を行う際の添付資料につきましては、お
取引の証券会社にご確認をお願いします。

11. 株主様のご住所・お
名前に使用する文字
に 関 す る ご 案 内

株券電子化に伴い、株主様のご住所・お名前の文字に、株式会社証券保管振替機構（ほふ
り）が振替制度で指定していない漢字等が含まれている場合は、その全部又は一部をほふ
りが指定した文字又はカタカナに変換して、株主名簿にご登録いたしております。このた
め、株主様にご送付する通知物の宛先が、ほふりが指定した文字に置換えられる場合があ
りますのでご了承ください。
なお、株主様のご住所・お名前として登録されている文字については、お取引の証券会社
等にお問い合わせください。

株主MEMO
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裏表紙
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